
－－ 5 

Ⅱ 情報公開制度運用状況 

 

 

１ 公文書の開示請求者別状況 

 【開示請求者の状況】                     [単位：人] 

住 所 又 は 居 所 
 

県 内 県 外 計 

個 人 1,671 236 1,907 

法 人 2,183 149 2,332 

計 3,854 385 4,239 

 注   この表は｢公文書開示請求書｣の請求者の人数を分類したものです。 

 

 

 【開示請求方法の状況】                                          [単位：人] 

来 庁 場 所 
 総合 

窓口 
案内 
窓口 

受付 
窓口 

合 計 ＦＡＸ 郵 送 Ｅ‐ｍａｉｌ 合 計 

件数 968 104 2,800 3,872 52 95 220 4,239 

注 １ この表は「公文書開示請求書」の件数を分類したものです。 

   ２ 総合窓口にあっては、情報公開チーム及び警察本部情報公開室、案内窓口にあっては、各県民局生活

環境部、受付窓口にあっては、各地域機関・各警察署で受付した件数です。 

 

 

２ 公文書開示請求の処理状況 

 【公文書開示請求の処理状況】                                          [単位：件] 

公 文 書 件 数 処 分 件 数 
区分 

開 示 
部分 
開示 

非開示 合 計 
存否応
答拒否 

その他
非開示 

取下げ 不存在 合 計 

件数 
 

8,515 
 

 
1,564 

  

 
83 

 

 
10,162 

 

 
11 

 

 
10 

 

 
50 

 
    257 
      

 
328 

 

注 １ この表は公文書開示（部分開示、非開示）決定をした公文書件数及び処分件数を分類したものです。 

   ２  公文書件数欄の非開示件数は、公文書を特定したうえで非開示決定した公文書件数です。 

   ３ 処分件数欄のその他非開示件数は、公文書を特定せずに非開示決定した処分件数です。 
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３ 公文書開示請求の実施機関別処理状況 

 

 【実施機関別の請求処理件数】                                        [単位：件] 

知  事  部  局 行 政 委 員 会 等 
件  数 件  数 実 施 機 関 

Ｈ15 Ｈ14 
実 施 機 関 

Ｈ15 Ｈ14 
総合企画局 196 299 議会 19 142 
総務局 301 438 企業庁 191 102 
生活部 190 126 病院事業庁 55 117 
健康福祉部 1,347 2,078 監査委員 79 39 
環境部 874 862 人事委員会 5 8 
農林水産商工部 761 873 教育委員会 777 987 
地域振興部 90 360 地方労働委員会 2 0 
県土整備部 5,015 3,901 選挙管理委員会 50 32 
出納局 110 7 海区漁場調整委員会 0 4 
小計 8,884 8,944 内水面漁場管理委員会 0 0 

収用委員会 0 0 
公安委員会 3 0 
警察本部 97 346 
小計 1,278 1,777 

 

合計 10,162 10,721 

注 この表は開示、部分開示又は非開示の決定をした公文書件数を分類したものです。 
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４  平成１５年度部局別開示請求処理状況 

 

【総合企画局】 

（１） 主な開示請求案件 

開示請求件数 
開示区分別文書件数 

    
 

 開 示 部分開示 非開示 
不存在 取下げ 

知事の交際費、食糧費、公務
日程  7 68 68 0 0 1 0 
部局長等の交際費   17 36 36 0 0 4 0 
知事事務引継書 7 7 6 1 0 0 0 
その他 23 85 76 8 1 5 1 

計 54 196 186 9 1 10 1 

 

（２） 開示請求の分析 

開示請求の傾向は次のとおりです。 

 担当所属名 請求件数 

経営企画チーム 6 
知事室チーム 16 
広聴広報チーム 4 
県庁その他 2 

県民局企画調整部 18 
地域機関その他 8 

計 54 

 

 

【総務局】 

（１） 主な開示請求案件 

開示請求件数 
開示区分別文書件数 

    
 

 開 示 部分開示 非開示 
不存在 存否応

答拒否 
取下げ 

職員任免・服務関係 6 10 1 9 0 1 0 1 
税務関係 22 73 41 27 5 3 2 0 
工事・入札関係 41 163 161 2 0 0 0 1 
訴訟関係 1 5 4 1 0 0 0 0 
その他 22 50 46 4 0 1 0 2 

計 92 301 253 43 5 5 2 4 
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【生活部】 

（１） 主な開示請求案件 

開示請求件数 

開示区分別文書件数 

      

 
開 示 部分開示 非開示 

不存在 取下げ 

特定非営利活動法人関係 9 25 24 1 0 0 0 
公共事業関係 8 13 13 0 0 1 0 
宗教法人関係 4 10 2 8 0 0 0 
私立学校関係 3 2 1 1 0 1 0 
その他 18 140 34 106 0 3 0 

計 42 190 74 116 0 5 0 

 

 

【健康福祉部】 

（１） 主な開示請求案件 
開示請求件数 

開示区分別文書件数 
    

 
 開 示 部分開示 非開示 

不存在 存否応
答拒否 

取下げ 

社会福祉法人等施設関係 43 270 114 155 1 4 0 1 
営業許認可施設関係 151 285 264 21 0 0 0 0 
病院・診療所関係 15 42 32 10 0 2 0 2 
保育士試験問題関係 228 636 636 0 0 0 0 0 
調理師試験問題関係 9 27 27 0 0 0 0 0 
製菓衛生師試験問題関係 11 32 32 0 0 0 0 0 
介護支援専門員試験問題
関係 4 5 5 0 0 0 0 0 
薬事・毒物・劇物関係     9 9 7 2 0 0 0 1 
その他 30 41 37 4 0 6 1 4 

計 500 1,347 1,154 192 1 12 1 7 

 

（２） 開示請求の分析 

開示請求の傾向は次のとおりです。 

担当所属名 請求件数 担当所属名 請求件数 

地域福祉チーム 6 北勢県民局保健福祉部 66 
医療チーム 12 津地方県民局保健福祉部 23 
監査チーム 28 松阪地方県民局保健福祉部 2 
長寿社会チーム 11 南勢志摩県民局保健福祉部 64 
こども家庭チーム 231 伊賀県民局保健福祉部 5 
障害福祉チーム 6 紀南県民局保健福祉部 2 
薬務食品チーム 36 地域機関その他 2 

県庁その他 6 計 500 
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【環境部】 

（１） 主な開示請求案件 

開示請求件数 
開示区分別文書件数 

    
 

 開 示 部分開示 非開示 
不存在 取下げ 

産業廃棄物関係 55 171 123 48 0 9 3 
ＲＤＦ関係 24 36 22 0 14 4 1 
水質関係 186 233 128 105 0 81 2 
大気・ダイオキシン類関係 12 19 15 4 0 0 0 
鳥獣保護・猟銃関係 8 35 31 4 0 4 0 
自然公園・温泉関係 13 17 15 2 0 1 0 
公共事業関係 53 76 76 0 0 0 0 
林地開発、保安林等関係 65 101 100 1 0 1 0 
その他 63 190 96 93 1 4 1 

計 479 878 606 257 15 104 7 

 

 

（２） 開示請求の分析 

開示請求の傾向は次のとおりです。 

実施機関名 請求件数 実施機関 請求件数 
循環システム推進チーム 20 津地方県民局生活環境部 49 

森林環境創造チーム 19 松阪地方県民局生活環境部 40 
廃棄物監視・指導チーム 12 南勢志摩県民局生活環境部 80 

廃棄物対策チーム 23 伊賀県民局生活環境部 15 
水環境チーム 15 紀北県民局生活環境部 21 
人と自然の環境共生チーム 16 紀南県民局生活環境部 27 
県庁その他 22 

北勢県民局生活環境部 120 

計 479 
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【農林水産商工部】 

（１） 主な開示請求案件 

開示請求件数 

開示区分別文書件数 

    

 
開 示 部分開示 非開示 

不存在 存否応 
答拒否 

取下げ 

公共工事の計画・入札・施工 228 338 309 29 0 3 0 1 
農地転用 10 140 16 124 0 0 0 0 
土地改良区・ほ場整備関係 32 81 56 24 1 7 0 0 
漁業（漁協含む）関係 13 27 20 7 0 2 0 1 
農業協同組合関係 6 19 2 17 0 1 0 1 
その他 54 157 71 86 0 5 1 1 

計 343 762 474 287 1 18 1 4 

 

（２） 開示請求の分析 

開示請求の傾向は次のとおりです。 

担当所属名 請求件数 担当所属名 請求件数 

団体協働推進チーム 8 北勢農林商工部 137 
団体検査チーム 5 伊賀農林商工部 17 
農地調整チーム 22 松阪農林商工部 15 
水産物供給チーム 5 南勢志摩農林水産商工部 82 
経営評価チーム 9 地域機関その他 25 

県庁その他 18 計 343 

 

 

 

【地域振興部】 

（１） 主な開示請求案件 

開示請求件数 
開示区分別文書件数 

  
 

 開 示 部分開示 非開示 
不存在 取下げ 

市町村関係 4 8 8 0 0 0 0 
地域活性関係 2 2 2 0 0 0 0 
防災関係 4 7 5 2 0 0 0 
交通関係 8 10 2 6 2 0 1 
その他 14 63 63 0 0 1 0 

計 32 90 80 8 2 1 1 
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【県土整備部】 

（１） 主な開示請求案件 

開示請求件数 
開示区分別文書件数       

 開 示 部分開示 非開示 
不存在 

存否
応答
拒否 

取下げ 

事業計画      61 72 71 0 1 1 0 0   
事業実施・契約関係図書 1,163  1,825 1,686 137 2 13 0 4 
事業に係る用地・補償関係     32 67 48 19 0 2 0 0 
財産管理    26 50 16 34 0 2 0 0 
建築 160 313 282 31 0 12 0 3 
許認可 321 1,235 1,207 28 0 3 1 0 
その他 469 1,453 1,279 165 9 20 1 0 

計   2,232 5,015 4,589 414 12 53 2 7 

 

（２） 開示請求の分析 

開示請求の傾向は次のとおりです。 
担当所属名 請求件数 担当所属名 請求件数 

建設業チーム 59 四日市建設部 726 
建築チーム 35 伊賀建設部 217 
高速道路・道路企画 
チーム 

24 伊勢建設部 200 

道路整備チーム 21 鈴鹿建設部 195 
保全・災害チーム 21 桑名建設部 189 
公共事業政策チーム 20 津建設部 138 
下水道チーム 12 地域機関その他 343 
県庁その他 32 計 2,232 

 

 

【出納局】 

（１） 主な開示請求案件 

開示請求件数 
開示区分別文書件数 

  
 

 開 示 部分開示 非開示 
不存在 取下げ 

入札関係 1 1 0 1 0 0        0      
契約関係       2 1 0        1 0 1       0 
その他 3  108 96 12 0 0 0 

計 6 110 96 14 0 1 0 
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【企業庁】 

（１） 主な開示請求案件 

開示請求件数 
開示区分別文書件数 

  
 

 開 示 部分開示 非開示 
不存在 取下げ その他 

RDF施設関係 35 127 116 1 10 9 2 6      
工事、測量・設計関係      24 45 40        5 0 2 0 0 
その他 13  19    19 0 0 2 0 0 

計 72 191 175 6 10 13 2 6 

 

 

【病院事業庁】 

（１） 主な開示請求案件 

開示請求件数 
開示区分別文書件数 

    
 

 開 示 部分開示 非開示 
不存在 取下げ 

医療事故等関係  9 46 8 38 0 0 1 
契約関係 2 5 5 0 0 0 1 
その他 4 4 3 1 0 1 0 
   計 15 55 16 39 0 1 2 

 

 

【議会事務局】 

（１） 主な開示請求案件 

開示請求件数 
開示区分別文書件数 

    
 

 開 示 部分開示 非開示 
不存在 取下げ 

特別委員会、常任委員会等
の議事 

 7 10 10 0 0 0 0 

交際費・旅費等関係 3 5 5 0 0 2 1 
政務調査費等関係 5 4 4 0 0 1 0 
   計 15 19 19 0 0 3 1 
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【教育委員会事務局】 

（１） 主な開示請求案件 

開示請求件数 
開示区分別文書件数 

    
 

 開 示 部分開示 非開示 
不存在 存否応

答拒否 
取下
げ 

教員採用試験問題 449 500 464 2 34 1 0 0 
教育行政関係 10 42 31 11 0 4 0 0 
施設整備関係 3 9 6 3 0 1 0 0 
高校入試関係 3 3 3 0 0 0 0 0 
契約関係 5 6 6 0 0 0 0 2 
その他 34 217 147 67 3 9 1 1 

 合計 504 777 657 83 37 15 1 3 

 

（２） 開示請求の分析 

開示請求の傾向は次のとおりです。 

担当所属名（教育委員会事務局） 請求件数 
人材政策チーム 463 
高校教育チーム 13 
経営チーム 4 
文化財保護チーム 4 
スポーツ振興チーム 3 
給与チーム 3 
教育施設チーム 3 
その他 11 
合計 504 

 

 

【監査委員会事務局】 

（１） 主な開示請求案件 
開示請求件数 

開示区分別文書件数 
     

 
 開 示 部分開示 非開示 

不存在 取下げ 

監査結果関係 6 74 37 37 0 0 1 
監査請求事案関係 3 4 4 0 0 0 0 
その他      1 1 1 0 0 0 0 
   計 10 79 42 37 0 0 1 

 

 



－－ 14 

【人事委員会事務局】 

（１） 主な開示請求案件 

開示請求件数 
開示区分別文書件数 

    
 

 開 示 部分開示 非開示 
不存在 取下げ 

給与等関係 1 2 2 0 0 0 0 
県職員採用試験得点配分 1 3 3 0 0 0 0 
   計 2 5 5 0 0 0 0 

 

 

【選挙管理委員会事務局】 

（１） 主な開示請求案件 

開示請求件数 
開示区分別文書件数 

    
 

 開 示 部分開示 非開示 
不存在 取下げ 

収支報告書関係 10 48 48 0 0 0 0 
その他 3 2 2 0 0 0 1 
   計 13 50 50 0 0 0 1 

 

 

【地方労働委員会事務局】 

（１） 主な開示請求案件 

開示請求件数 
開示区分別文書件数 

    
 

 開 示 部分開示 非開示 
不存在 取下げ 

争議等関係 1 2 0 2 0 0 0 
   計 1 2 0 2 0 0 0 
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５  不服申立ての状況 

 

 【不服申立ての状況】                                         ［単位：件］ 

平成１５年度審査会処理件数 １４年度 
か ら の 
繰越件数 

１ ５ 年度
の諮問件
数 認    容 一部認容 棄    却 

未処理の 
件  数 
（諮問中） 

却下 取下げ 

１０ ３７ ２ ８ １９ １４ ０ ４ 

注 

1 この表は、平成16年3月31日現在の件数です。 

2 却下は、不適法により実施機関が審査会に諮問せず決定した件数です。 

 

 

 【不服申立ての処理状況】                                      ［単位：件］ 

処理件数 
認 容 

未処理
件数 年度 

前年度
繰越 
件数 

１４年度
不服申立
件数 

当該年
度諮問
件数 全部 一部 

棄却 却下 
諮問中 

取下
げ 

諮問
なし 

 ２ 0 6 6 0 2 1 0 3 0 0 
 ３ 3 1 1 1 1 0 0 2 0 0 
 ４ 2 7 7 0 1 4 0 4 0 0 
 ５ 4 5 5 0 0 2 0 7 0 0 
 ６ 7 7 5 0 3(2) 2 0 7 1 2 
 ７ 7 8 8 0 7(5) 1 0 7 0 0 
 ８ 7 12 12 0 5 2 0 12 0 0 
 ９ 12 22 21 2 5 2 0 24 0 1 
１０ 24 18 18 4 13(12) 11 1 12 1 0 
１１ 12 15 11 9 6 3 0 5 0 4 
１２ 5 22 19 3 4 5 0 13 0 2 
１３ 13 26 19 1 8 13 0 10 3 4 
１４ 10 27 27 2 8 14 0 10 3 0 
１５ 10 43 37 2 8 19 0 14 4 2 

 計 116 219 196 24 71(67) 79 1 ‐ 12 15 

注 １ 平成元年以前については不服申立てはありませんでした。 

 ２ 「諮問なし」欄は、諮問前の取下げと実施機関による却下決定です。 

 ３ （  ）内の数字は、答申数です。 

※内容が同一（類似）の事案で複数の不服申立て（諮問）がなされた場合には、ひとつの答申で答えることが

あるので、不服申立ての件数と答申数は一致しません。 
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６  まとめ 

 平成１５年度の開示請求状況は、公文書件数では前年１１，２０７件をやや下回り、１０，１６

２件となりましたが、延べ請求者では５３．９％増の４，２３９人で過去最高となりました。このこ

とは、情報公開制度がより多くの方に浸透していることの証左であると言えます。 

 また、平成１２年度から受付を始めた電子メールによる請求が２２０件（前年度１７８件）とな

り、情報公開事務にも情報技術が活用されていることを示したものと言えます。 

 開示請求の内容をみてみると、前年度同様、公共工事施工に関するもの、産業廃棄物処理

業者の許認可等に関するもの、一般廃棄物・産業廃棄物処分場に関するもの、新規飲食店

等の許可状況や社会福祉法人等への監査結果に関するもの、県が実施する各種試験の試

験問題に関するものなど、多種多様の請求があります。 

 営業目的などで利用するため、行政が保有している企業等の情報を得るような法人からの

開示請求が２，１８３件（５６．６％）と平成１５年度も平成１４年度同様法人からの開示請求は

増加傾向にあります。 

 県では、ホームページの活用をはじめ、さまざまな行政情報の提供を実施しているところで

すが、より一層行政資料の充実、インターネットへの情報掲載など情報提供の推進に努めて

いく必要があります。 

 

 


